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南アルプス市 公共下水道事業経営戦略 令和６年度～令和15年度 【概要版】 

第１章 はじめに 
「南アルプス市公共下水道事業経営戦略」は、

「南アルプス市総合計画」や「南アルプス市まちづ

くり基本方針（都市計画マスタープラン）」等の上

位計画と整合を図るとともに、「釜無川流域関連南

アルプス市公共下水道全体計画・事業計画」等の下

水道計画と相互に連動しながら、公共下水道事業

の根幹に位置する計画として中長期的な事業の指

針を示しています。 

令和２年度策定の経営戦略では、計画期間を10

年間としたうえで、５年ごとを目途とした見直しを行う方針としています。 

現在４年が経過し、物価上昇や上下水道行政の一元化など、社会情勢が大きく変化しています。 

そこで、「南アルプス市公共下水道事業経営戦略」では、社会情勢の変化を踏まえたより実効性のある内容とする

ため、令和６年度を予算値の計画としたうえで、計画期間を令和６～15年度の10年間とした改定を行いました。 

第２章 事業の現状と課題 

本市の現状を分析し、以下のような経営課題を整理しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  汚水施設整備の適正化 

現行経営戦略と比較すると、整備の遅滞に伴い、有収水量や下水道使用料収入の実績は、財政見通しを大きく

下回っており、実態に即した整備計画の策定が必要です。 

② 老朽化対策と地震対策の必要性 

将来も下水道の機能を確保するため、国の制度を活用しつつ「老朽化対策」や「地震対策」に取り組む必要が

あります。 

③ 水洗化率向上 

水洗化率向上による下水道使用料収入の増加に向け、下水道未接続世帯に対する接続奨励に努める必要があ

ります。 

④ コスト縮減への取り組み 

物価上昇や処理水量増加を受け、維持管理費は増加傾向にあり、コスト縮減の取り組みが必要です。 

⑤ 一般会計繰入金への依存軽減 

一般会計繰入金は毎年度12億円程度で推移しており、総収入の４割ほどを占めています。大部分が基準外繰入

金であることから、経営健全化に向けて、繰入金を抑制する運営努力が必要です。 

⑥ 経費回収率の向上 

本市では、汚水処理に必要な経費を下水道使用料収入で賄うことができていません。 

社会資本整備総合交付金の要件でもあるため、下水道使用料の改定に関する検討を行い、経費回収率向上に向

けたロードマップを策定する必要があります。 

⑦ 運営体制 

事業を遅滞なく進捗させるため、適正な運営体制の確保と計画的な職員の技量向上のための取り組みが必要

です。 

図 南アルプス市公共下水道事業経営戦略体系図 
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第３章 将来の事業環境 

 人口・水量、施設等の本市の公共下水道事業を取り巻く事業環境の見通しは以下のとおりです。 

人口・水量の見通し 

 整備区域の拡大に伴い、水洗化人口

は、増加する見通し。 

 水洗化人口の増加に加え、工場の新規

接続予定があることから、有収水量も

増加する見通し。 

施設の見通し 

 当面は下水道施設の整備を推進。 

 下水道管路の耐震化を推進。 

 老朽化対策は、管路施設の経年状況を

鑑みて、着手時期を設定。マンホール

ポンプやマンホール蓋の更新は適宜

実施。 

組織の見通し 

 本市の公共下水道事業は、上下水道局

が所管し、11名の職員で運営。 

 現在の組織規模を維持し、職員の技術

力向上や技術継承に努めていく必要

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 経営戦略の基本方針 

第２章にて整理した課題と第３次総合計画に示された方向性を踏まえ、以下の基本方針と施策を定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本方針① 下水道整備の推進 

施策① 未普及地域への下水道整備 

 最適な手法による整備区域の設定について適宜再考したうえで、効率的な整備スケジュールを定め、将来的

に整備率100％を目指します。 

基本方針② 下水道の機能維持 

施策②-1 適切な点検・調査、修繕、更新の実施 

 本市の公共下水道事業は、供用開始から30年が経過していることから、マンホール蓋とマンホールポンプの

更新を進め、管路施設は更新時期に向けて状態把握に努めます。 

施策②-2 耐震化の実施 

令和３年度策定の「南アルプス市下水道総合地震対策計画（第Ⅲ期）」及び令和６年度策定の「南アルプス市

上下水道耐震化計画」に基づき、地震対策事業を実施します。 

図 処理区域内人口、水洗化人口及び水洗化率の見通し 図 有収水量の見通し 
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第５章 投資・財政計画の策定 

５－１．投資・財政計画の考え方・設定条件                                               

●現行の下水道使用料体系を今後も継続することを前提とした「現

状維持型」の財政シミュレーションを行い、将来における収支ギ

ャップの有無を確認し、収支改善のための施策の必要性を検討。 

●下水道使用料の改定等の収支改善のための取り組みを反映した

「収支改善型」の財政シミュレーションを実施。 

●維持管理費や人件費等の将来値は、予算額や決算額に基づき、物

価上昇率や賃金上昇を見込む設定。 

●建設投資としては、未普及対策、地震対策、流域下水道建設負担

金等に令和６年度からの10年間で総額約109億円を投資する方

針。 

基本方針③ 水洗化の促進 

施策③-1 助成金制度の活用 

利用しやすい制度とするため、通知や説明の機会を設け、制度適用の条件や補助内容を適宜再考する等、制

度の浸透を図ります。 

施策③-2 広報活動の展開 

 市の広報誌やイベント等で、市民の下水道への興味・関心と理解を広めることに努めます。また、釜無川流

域下水道と連携した広報活動の機会拡大を検討します。 

基本方針④ 経営基盤の強化 

④-1 適正な収入の確保 

 適正な費用分担に基づく財源を確保するため、今年度（令和６年10月）に使用料の改定を行いました。次回

は令和11年度に下水道使用料の改定を想定しており、令和10年度に審議会を開催し検討を行う方針です。 

④-2 コスト縮減 

 市単独でのコスト縮減を行う余地は少ないものの、業務の効率化等に努め、他自治体の事例等を参考にしな

がらコスト縮減に取り組みます。 

基本方針⑤ 組織体制の強化 

施策⑤-1 人材確保・人材育成 

 人材の確保に向け、職場見学やインターンシップ、採用試験等について、市他部署と共に見直しを検討しま

す。 

 人材の育成として、外部の技術講習会で最新の知識・技術を習得しながら、上下水道局内で情報交換を実施

し、世代間での技術継承や部署間の知識共有・技術協力を促進するなど、職員全体の能力向上に努めます。 

施策⑤-2 組織的な業務効率化 

上下水道が、お互いの知識と技術を共有・活用・吸収しながら、効率的に業務を遂行できる運営体制の構築

を目指していきます。 

図 建設投資の推移 
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５－２．現状維持型の財政シミュレーションの検討結果                          

●「現状維持型」の財政シミュレーションを実施し、収支ギャップの存在を確認。 

 

 

 

５－３．収支改善型の財政シミュレーションの検討結果                    

●収支を改善するために、「下水道使用料の改定」を検証。 

●下水道使用料は、令和４年度開催の「南アルプス市公共下水道事業審議会」において、経費回収率の速やかな向

上のために、複数回の下水道使用料改定による経費回収率の向上を答申しており、今回の検討においても、この

答申内容を踏襲し、令和11年度に改定率26.8％の下水道使用料改定を反映。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜収支ギャップに関する検証＞ 

①経費回収率：令和７年度以降には、経費回収率は78.8％で推移し、100％に達しない見通し。 

②一般会計繰入金：多くの基準外繰入金が見込まれるため、令和15年度の総額は、約8億8,000万円になる見通し。 

＜下水道使用料の改定：令和11年度に改定率26.8％の使用料改定を反映＞ 

 →経費回収率：100％を達成する見通し。 

 →一般会計繰入金：基準外繰入金が約1.4億円削減され、令和15年度の総額は、約7億4,000万円になる見通し。 
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図 経費回収率の動向 図 一般会計繰入金の動向 
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第６章 経営改善に向けた取り組み 

６－１．経営改善に向けた取り組み内容                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６－２．基本方針及び施策のSDGsへの貢献                        

 「第４章 経営戦略の基本方針」や前項の経営改善に向けた取り組みは、SDGsの達成に貢献するものとなります。 

 

 

 

① 下水道整

備の推進

① 未普及地域への

下水道整備

③ 水洗化の

促進

③-１

③-２

助成金制度の活用

広報活動の展開

基本方針 施策 ゴール

② 下水道の

機能維持

②-１

②-２

適切な点検･調査、

修繕、更新の実施

耐震化の実施

④ 経営基盤

の強化

④-１

④-２

適正な収入の確保

コスト縮減

⑤ 組織体制

の強化

⑤-１

⑤-２

人材確保・人材育成

組織的な業務効率化

① 広域化・共同化

② 投資の平準化

③ 民間活力の活用

（PPP/PFI）

④ 施設・設備の統合・

合理化・廃止

⑤ 資産の有効活用

基本方針 施策 ゴール

経営改善に

向けた

取り組み

① 広域化・共同化 

県が策定する「山梨県生活排水処理施設広域化・共同化計画」に参画しており、今後も県の指導の下、積極

的に参加していきます。 

② 投資の平準化 

現在、投資の調整は行っていませんが、今後は事業の目標と優先度を勘案して、平準化を図ります。 

③ 民間活力の活用（PPP/PFI） 

 将来の管路施設の更新等の大規模事業に際し、民間活用が可能であるか、情報収集及び検討を進めます。 

④ 施設・設備の統合・合理化・廃止 

本市の汚水処理方式（公共下水道・農業集落排水・合併処理浄化槽）について、最も合理的な区域や施設・

設備の規模を精査していきます。施設更新の際は、管路施設の規模やポンプの容量等が適正な能力となるよう

検討します。 

⑤ 資産の有効活用 

 本市の公共下水道事業は、釜無川流域関連公共下水道であり、市単独では資産の有効活用につながる施策の

導入が考えにくいことから、国や他自治体の事例等を参考にしながら、必要に応じて検討を行う方針です。 
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第７章 経費回収率向上に向けた数値目標とロードマップの設定 

公共下水道事業の経営戦略では、社会資本整備総合交付金の交付要件に基づき、「経費回収率の向上に向け

たロードマップ」を定めることが求められます。本市では、以下のような数値目標とロードマップを位置付け

ました。 

７－１．数値目標の設定                                  

項目 
実績 

（令和５年度） 

目標 

令和11年度 令和15年度 

経費回収率 57.8％ 89％ 100％ 

使用料単価 86.1円/m3 134円/m3 150円/m3 

水洗化率 88.0％ 89％以上 90％以上 

 

７－２．ロードマップの設定                                

 

 

第８章 経営戦略の事後検証、改定等について 

本経営戦略は、令和15年度（2033年度）までの計画ですが、社会情勢が大きく変化する昨今では、数年で本市の

公共下水道事業を取り巻く環境が変化することも考えられます。変化する環境の中で、経営戦略における取り組み

を確実に実施していくため、毎年度の経営実態の検証と５年ごとを目安とした計画見直しによるPDCAサイクルを

繰り返します。 

 

 

 

 

年度

項目
R9 R10

審議会に

よる検証

適宜実施（啓発活動、戸別通知、イベントによる広報活動 等）

適宜実施（業務効率化 等）

適宜実施（経営戦略と相互に反映・調整）

検証 改定 検証

R11 R12 R13 R14 R15R6 R7 R8

下水道使用料
審議会に

よる検証

改定 改定

改定

検証経営戦略

経営指標の検証

各種コスト縮減

水洗化率向上の

取り組み


